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１．本教材のねらいと特徴 

 本教材は、地域や職域の健診・保健指導等の保健事業の場で、短時間で禁煙支援に取り組む

ための知識や方法を保健医療従事者に習得してもらうことを目的にした学習教材です。知識編

では、メタボリックシンドローム対策や非感染性疾患(Non-communicable diseases: NCDs)対

策における禁煙支援の意義、保健事業の場での禁煙支援の方法を学習します。 

実践編では、健診・保健指導の場を例として、喫煙者に対して短時間で行う禁煙支援の具体

的な方法を学習します。 

本教材の特徴は、①自己学習が可能な教材となっていること、②これまでの研究成果や経験

を踏まえ、健診等の時間が限られた場面で実施可能な方法を提案していること、③カウンセリ

ングの動画のほか、保健事業の場で使えるお役立ちセリフ集が紹介されること等、実践的な内

容であることです。 

 

２．本教材の構成 

本教材は、印刷教材と映像教材の 2つから構成されています。それぞれの構成は、下記の表

1 の通りです。印刷教材に連動した映像教材がある場合は、印刷教材に合わせて映像教材の動

画を視聴しながら学習を進めてください。本学習時間の目安は約２～３時間です。 

 

表１．印刷教材と映像教材の構成 

学習内容 印刷教材 映像教材 

知識編－「健診や保健指導の場で短時間でできる禁煙支援」 

１．非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

２．健診・保健指導などでできる短時間支援法 

３．受動喫煙に関する健康影響と情報提供 

 

○ 

○ 

○ 

 

○(講義１) 

○(講義２) 

なし 

実践編－カウンセリング学習 

１．健診や保健指導での禁煙支援の取り組み方 

２．受動喫煙に関する情報提供 

３．短時間支援（ABR 方式）の取り組み方 

４．標準的支援（ABC 方式）の取り組み方 

５．禁煙支援・受動喫煙に関する情報提供の実際 

６．喫煙に関するフィードバック文例集 

７．短時間の禁煙アドバイス－お役立ちセリフ集 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

なし 

なし 

○(動画１~５) 

○(動画６~１１) 

なし 

なし 

なし 
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資料編－禁煙支援に役立つ教材や資料 

１．保健指導のための禁煙支援簡易マニュアル 

２．喫煙・受動喫煙に関する質問票 

３．喫煙者用リーフレット（短時間支援用） 

４．喫煙者用ワークシート（標準的支援用） 

５．受動喫煙に関する情報提供用リーフレット 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

なし 

なし 

なし 

なし 

なし 

※知識編の講義の映像は 2013年 5月に撮影したものであり、今回のスライドの修正や追加には対応しておりません。 

表２．映像教材の学習内容 

テキストタイトル 動画の内容 ファイル名 

動画１ ケースⅠの鈴木さんの場合 

「短時間の禁煙アドバイス－重要性の強化」 

ケースⅠ「禁煙アドバイス

－重要性の強化」 

動画２ ケースⅠの鈴木さんの場合 

「短時間の禁煙アドバイス－解決策の提案」 

ケースⅠ「禁煙アドバイス

－解決策の提案」 

動画３ ケースⅡの田中さんの場合 

「短時間の禁煙アドバイス－重要性の強化」 

ケースⅡ「禁煙アドバイス

－重要性の強化」 

動画４ ケースⅡの田中さんの場合 

「短時間の禁煙アドバイス－解決策の提案」 

ケースⅡ「禁煙アドバイス

－解決策の提案」 

動画５ ケースⅠの鈴木さんの場合 

「禁煙治療のための医療機関等の紹介」 

ケースⅠ「医療機関等の紹

介」 

動画６ ケースⅠの鈴木さんの場合 

「禁煙実行・継続の支援－初回面接」 

ケースⅠ「禁煙実行・継続

の支援－初回面接」 

動画７ ケースⅠの鈴木さんの場合－禁煙治療編 

「禁煙実行・継続の支援－２週間後のフォローアップ（シー

ン１）」 

ケースⅠ－治療編「禁煙実

行・継続の支援－2週間後」 

動画８ ケースⅠの鈴木さんの場合－禁煙治療編 

「禁煙実行・継続の支援－１ヵ月後のフォローアップ（シー

ン２）」 

ケースⅠ－治療編「禁煙実

行・継続の支援－1ヵ月後」 

動画９ ケースⅠの鈴木さんの場合－禁煙治療編 

「禁煙実行・継続の支援－６ヵ月後のフォローアップ（シー

ン３）」 

ケースⅠ－治療編「禁煙実

行・継続の支援－6ヵ月後」 

動画１０ ケースⅠの鈴木さんの場合－OTC薬編 

「禁煙実行・継続の支援－２週間後のフォローアップ 

禁煙できている場合（シーン４）」 

ケースⅠ－OTC薬編「禁煙

実行・継続の支援－2 週間

後」（禁煙できている場合） 

動画１１ ケースⅠの鈴木さんの場合－OTC薬編 

「禁煙実行・継続の支援－２週間後のフォローアップ 

禁煙できなかった場合（シーン５）」               

ケースⅠ－OTC薬編「禁煙

実行・継続の支援－2 週間

後」(禁煙できなかった場合) 
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Ⅱ. 知識編－ 

「健診や保健指導の場で 

短時間でできる禁煙支援」 
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１． 非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義【動画１】 

 
この講義では、禁煙支援に取り組む意義と健診・保健指導などの保健事業の場

で、短時間でできる禁煙支援について解説する。 

まず、最初に非感染性疾患(Non-Communicable Diseases: NCDs)対策におけ

る禁煙の意義について解説する。 

次に、健診・保健指導などの保健事業の場でできる短時間支援法についてその方

法を解説する。 

最後に、受動喫煙に関する健康影響と情報提供について解説する。 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
2011年9月に国連において非感染性疾患（NCDs：Non-Communicable 

Diseases）対策を国際的に推進していくことが採択された。 

NCDsは、がん、循環器疾患（脳卒中、心疾患等）、糖尿病、慢性呼吸器疾患（慢

性閉塞性肺疾患（COPD：Chronic obstructive pulmonary disease）等）を含む

疾病の概念であり、わが国では生活習慣病と言われるものである。 

国際的にも、NCDsの予防管理対策として、共通の原因である生活習慣に着目し

た対策が重視されている。 

NCDsの原因となる主な生活習慣としては、たばこの使用（喫煙等）の他に、不健

康な食事、身体活動不足、アルコールの有害使用が国際的には示されている。 

 
 
 
 
 
 
出典）Political Declaration of the High-level Meeting of the General Assembly on the Prevention and Control of 

Non-communicable Diseases 

(http://www.who.int/nmh/events/un_ncd_summit2011/political_declaration_en.pdf) 

2008-2013 Action plan for the global strategy for the prevention and control of noncommunicable diseases. 

(http://whqlibdoc.who.int/publications/2009/9789241597418_eng.pdf) 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
たばこの使用（喫煙等）、不健康な食事、身体活動不足、アルコールの有害使用

への対策を進めることによって、 NCDs全体の予防管理につながることが期待さ

れている。 

喫煙はがん、循環器疾患（脳卒中、心疾患等）、糖尿病、慢性呼吸器疾患（COPD

等）の４つの疾病のすべての危険因子であり、その関連が強いことから、喫煙へ

の対策により大きなNCDs予防管理効果が期待できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）Political Declaration of the High-level Meeting of the General Assembly on the Prevention and Control of 

Non-communicable Diseases. 

(http://www.who.int/nmh/events/un_ncd_summit2011/political_declaration_en.pdf) 

2008-2013 Action plan for the global strategy for the prevention and control of noncommunicable diseases.  

(http://whqlibdoc.who.int/publications/2009/9789241597418_eng.pdf) 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
2016年の厚生労働省の検討会報告書によると、喫煙との関連が「確実」と判定さ

れた病気として、がんでは肺がんをはじめ、喉頭がん、食道がん、肝臓がん、胃

がん、すい臓がん、子宮頸がんなどが報告されている。 

がん以外の病気としては、脳卒中、虚血性心疾患、慢性閉塞性肺疾患(COPD)、

2型糖尿病、歯周病などがある。 

そのほか、喫煙との関連が「可能性あり」と判定された病気には、大腸がん、乳が

ん、認知症、気管支喘息、関節リウマチ、閉経後の骨密度低下、大腿骨近位部骨

折、日常生活動作の低下、結核などがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）厚生労働省検討会報告書 喫煙の健康影響に関する検討会編: 喫煙と健康、2016 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
日本では、現在、能動喫煙によって年間12-13万人が死亡していると推定されて

いる。 

渋谷らや池田らの検討によると、能動喫煙によって、がん死亡7.7万人、循環器疾

患死亡3.3万人、呼吸器系疾患死亡1.8万人で、合計12.9万人が死亡しており、こ

の値は年間の全死亡者数の約1割に相当すると推定されている。 

喫煙による推定死亡者数に匹敵する危険因子は高血圧のみであり、喫煙と高血

圧が日本人の死亡に大きく寄与していることが示されている。 

また、がん死亡に限ると、能動喫煙によるがん死亡者の数は他の危険因子を大き

く引き離して第一位であり、がん死亡の中心的な危険因子であることがわかる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
出典）Ikeda N, et al: Adult mortality attributable to preventable risk factors for non-communicable diseases and 

injuries in Japan: a comparative risk assessment. PLoS Med 2012; 9(1): e1001160. 

池田, ほか. 国民皆保険達成から50年, THE LANCET 日本特集号: 29-43, 2011年 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
喫煙と生活習慣病との関わりについて、わが国の大規模コホート研究の統合した

結果（男性の成績）を示す。 

がん全体の4割が喫煙が原因として寄与していることがわかっている。 

がんの部位別にみると、喫煙の寄与割合は、肺がんや喉頭がんの7割をはじめ、

主要ながんでは3割以上を占めており、喫煙との関連は密接である。 

虚血性心疾患、くも膜下出血の4割は、喫煙が原因である。 

ＣＯＰＤも6割が喫煙が原因であり、胸部・腹部大動脈瘤、消化性潰瘍でも喫煙と

の関係が深いことがわかっている。 

喫煙による死亡数は毎年約13万人と推定され、喫煙は成人死亡の最大の危険因

子である。 

 
 
 
 
 
 
出典）Katanoda K, et al. Population attributable fraction of mortality associated with tobacco smoking in Japan: a 

pooled analysis of three large-scale cohort studies. J Epidemiol 2008; 18: 251-264. 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
国際がん研究機関（International Agency for Research on Cancer：IARC）が

公表している発がん性の分類では、能動喫煙および受動喫煙は、アスベストやホ

ルムアルデヒドと並んで、「ヒトへの発がん性を示す十分な証拠がある」とするグ

ループ１に区分されている。 

たばこ煙には4000種類以上の化学物質が存在し、その中の60種類以上の物質

については発がん性が指摘されている。 

たばこ煙は、DNAの損傷、炎症、酸化ストレス等のメカニズムを介して、がんや循

環器疾患、呼吸器疾患等の健康リスクを高めることが指摘されている。 

受動喫煙のようにたばこ煙への曝露が低いレベルであっても、血管内皮の機能

障害や炎症が生じ、このことが急性の循環器疾患の発症や血栓形成へとつなが

るとされている。 

 
 
 
参考）International Agency for Research on Cancer (IARC) とは、世界保健機関（WHO）のがん研究の専門機関であり、

ヒトへの化学物質の発がん性評価等を実施している。 

出典）U.S. Department of Health and Human Services. How Tobacco Smoke Causes Disease: The Biology and 

Behavioral Basis for Smoking-Attributable Disease: A Report of the Surgeon General, 2010. 

http://monographs.iarc.fr/ENG/Classification/index.php 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
喫煙は慢性腎臓病（Chronic Kidney Disease: CKD）の発症と重症化の一因で

ある。 

喫煙者は非喫煙者に比べて約2倍CKDになりやすいとの報告がある。 

また、糖尿病の人が喫煙すると、腎臓の機能がさらに低下してCKDや透析に至

るリスクが高まり、透析に至る期間が短くなるという報告もある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）Shankar A, et al. The association among smoking, heavy drinking, and chronic kidney disease. Am J 

Epidemiol 2006; 164: 263-271. 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
喫煙していると糖尿病を発症しやすいことが、25のコホート研究（日本の研究7編

を含む）のメタアナリシスの結果から明らかになった。 

喫煙本数が多いほど糖尿病を発症しやすく、非喫煙者に比べて、喫煙者全体で

1.4倍、20本以上の喫煙者では1.6倍糖尿病にかかりやすいとの報告がある。 

また、糖尿病患者においても、喫煙が合併症を進展させやすくなることから、禁煙

治療や禁煙支援を行うことが重要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参考）糖尿病の予防管理に視点をおいた禁煙支援については、「中村正和編著. 糖尿病の治療も予防も禁煙が大切です

（http://www.osaka-ganjun.jp/effort/cvd/training/teaching-materials/pdf/tou_kinen_01.pdf）」をご参照ください。 

出典）Willi C, et al. Active smoking and the risk of type 2 diabetes: a systematic review and meta-analysis. JAMA 

2007; 298: 2654-2664. 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
喫煙は糖代謝障害（血糖の上昇、インスリン感受性の低下など）や脂質代謝異常

（HDLの低下、中性脂肪やLDLコレステロールの上昇）を引き起こす。 

職域の健診受診者を追跡した研究によると、メタボリックシンドロームの発症リス

クは、喫煙本数が多いほど高まることが報告されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）Nakanishi N, et al. Cigarette smoking and the risk of the metabolic syndrome in middle-aged Japanese male 

office workers. Ind Health 2005; 43: 295-301. 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
喫煙は、メタボリックシンドロームと同様に、循環器疾患のリスクを約2倍高める。

喫煙とメタボリックシンドロームが重なると、循環器疾患のリスクがさらに高くな

る。 

喫煙とメタボリックシンドロームの組合せ別に循環器疾患の寄与危険度割合をみ

ると、喫煙率の高い男性では、メタボリックシンドロームを有しない喫煙者から循

環器疾患が多く発症している。 

このことは、循環器疾患の予防のためには、メタボリックシンドローム対策だけで

はなく、喫煙対策にも取り組むことが重要であることを示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
参考）寄与危険度割合とは、一定の集団において、ある因子が曝露した結果、ある疾病が発生する時、もし曝露が除去された

と仮定した場合に曝露者における罹患率が減少するであろうと思われる割合のことである。 

出典）Higashiyama A, et al. Risk of smoking and metabolic syndrome for incidence of cardiovascular Disease - 

comparison of relative contribution in urban Japanese population: the Suita study. Circ J 2009; 73: 

2258-2263. 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
喫煙者は様々な病気にかかりやすいだけでなく、他の生活習慣においても問題が

あることが多く報告されている。 

喫煙者は、非喫煙者と比べて、食生活の偏り、身体活動量の不足といった、生活

習慣の乱れを併せ持つことが報告されている。 

具体的には、喫煙者は非喫煙者に比べて、朝食欠食が2.5倍、運動不足が1.3

倍、2合以上の飲酒が2.3倍、味付けが濃いことが2.2倍とそれぞれ多いことが報

告されている。 

また、禁煙年数が長いほど、これらの生活習慣の乱れの多くは、少ないことが報

告されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）Nakashita Y, et al. Relationship of cigarette smoking status with other unhealthy lifestyle habits in Japanese 

employees. JJHEP 2011; 19: 204-216. 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
また、喫煙者は、非喫煙者に比べて、野菜・海藻を毎日とらないことが1.4倍、果物

を毎日とらないことが2.3倍、魚介類が少ない（週3日未満）ことが1.4倍、砂糖入り

飲料を毎日とることが2.0倍とそれぞれ多いことが報告されている。 

禁煙年数が長いほど、これらの生活習慣の乱れの多くについても、少ないことが

報告されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）Nakashita Y, et al. Relationship of cigarette smoking status with other unhealthy lifestyle habits in Japanese 

employees. JJHEP 2011; 19: 204-216. 
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非感染性疾患(NCDs)対策における禁煙の意義 

 
厚生労働省の研究班の研究によると、特定健診及び特定保健指導の場で禁煙治

療の受診を促すことにより、15年目には特定健診受診者2,510万人において約

432億円の黒字になるという試算結果が報告されている。 

このシミュレーションでは、メタボリックシンドロームの有無に関わらず、特定健診・

特定保健指導の場で禁煙の働きかけを行うと仮定している。 

取り組みの費用として、禁煙治療の費用が必要となるが、喫煙者の減少により、

保健指導の費用の削減効果が期待できるだけでなく、中長期的には医療費が削

減できると推定されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
参考）保険者の視点で経済効果を試算した。禁煙治療費や医療費削減額については、総費用の7割を保険者が負担すると仮

定して、推計した。医療費削減額は、禁煙後の医療費の観察結果に基づいて算出された。 

出典）中村正和. 受動喫煙防止等のたばこ対策の推進に関する研究. 平成28年度厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・

糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「受動喫煙防止等のたばこ対策の推進に関する研究」（研究代表者 中村正和）. 

平成28年度総括・分担研究報告書. 2017. 
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２． 健診・保健指導などでできる短時間支援法【動画２】 

 
医療従事者や健診・保健指導の実施者は、日常業務で出会う喫煙者に対して、禁

煙の声かけを行うことが重要である。 

そのためには、喫煙しているかどうか、禁煙したいと考えているのかを把握（Ask）

しておく必要がある。 

次に、原則として喫煙者に、短時間の禁煙のアドバイス（Brief Advice）を行う。 

禁煙したい人に対しては、健診・保健指導の場で十分な時間がない場合は、医療

機関での禁煙治療の受診や禁煙補助剤の利用を勧める（Refer）。 

十分に時間が取れる場合は、医療機関での禁煙治療等を紹介しながら、禁煙に

向けての具体的な禁煙支援を行う（Cessation Support）。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
健診当日を想定し、短時間で支援する方法と、時間をかけて支援する標準的方法

の流れを説明する。  

まず、短時間支援（ABR）の流れを説明する。 

A（Ask）では、健診時に質問票を用いて喫煙状況や禁煙の関心度を把握する。 

B（Brief Advice）では、喫煙者全員を対象に、禁煙の重要性を高めるアドバイス

を行い、禁煙のための解決策を提案する。  

R（Refer）では、すぐに禁煙したいと考えている喫煙者（喫煙のステージが準備

期）を対象に医療機関等の紹介を行う。  

標準的な支援（ABC）の流れのうち、 AとBの内容は、短時間支援と共通である。 

C（Cessation Support）では、準備期の喫煙者を対象に禁煙実行・継続にむけて

の具体的な支援を行う。禁煙開始日を決めた喫煙者には、フォローアップとして健

診受診日から2週間後、1ヵ月後、2ヵ月後、6ヵ月後に電話による支援を行う。  

 
 
 
 

参考）準備期については後述の「喫煙ステージの分類について」を参照。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
Q1は、喫煙者を特定するための質問項目である。(#1) 

#1）加熱式たばこや電子たばこなどのたばこの種類を把握したい場合は、以下の質問内容を口頭で尋ねるか、質問票に追

加して把握する （厚生労働省 標準的な健診・保健指導プログラム【平成30年度版】, 2018年. 第3編保健指導p27.）。 

＜たばこの種類を把握するための質問＞ 

 どの種類のたばこを吸っていますか。当てはまるものすべてを回答してください。  

□ 紙巻きたばこ 

□ 加熱式たばこ（プルームテック、アイコス、グローなど） 

□ 電子たばこ（ニコチンを含んでいるもの） 

□ 電子たばこ(ニコチンを含んでいないもの、またはニコチンを含んでいるか不明)  

□ その他 

 

Q2とQ3は、受動喫煙の曝露状況を把握する質問項目である。 

Q4は、使用しているたばこの1日平均喫煙本数を把握するための質問である。 

Q4と6は、ニコチン依存度の把握のための質問項目である。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
Q4, 5, 7, 8は、健康保険で禁煙治療を受けるための条件確認の項目である。 

Q9の禁煙経験やQ10の禁煙の自信についても把握しておくと、より個別化した禁

煙支援が可能となる。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
Brief Adviceは、禁煙の重要性を伝えること、禁煙の解決策を提案することの2つ

の内容からなる。 

まず、禁煙の重要性を伝える。ポイントは、禁煙が健康上必要で優先順位が高い

ことをはっきり伝えることと、喫煙の健康影響や禁煙の効果について個別的な情

報提供を行うことである。 

「禁煙したほうがいいよ」という言い方をすると、喫煙者は禁煙してもしなくてもどち

らでもいいと解釈しがちであるので、「禁煙することが必要です。お手伝いします

ので、この機会に禁煙しましょう。」といったような言い方で、禁煙の優先順位が高

いことを明確に伝えることが重要である。 

喫煙の健康影響や禁煙の効果に関する情報提供については、その人の健康状態

や関心事、仕事などと結び付けて、心にひびくようなメッセージを送ることが大切

である。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
喫煙が関係している病歴や検査異常、自覚症状を示した。 

これらの情報は、喫煙の健康影響を病歴や健診データと結び付けて、個別的に伝

える際に役立つと考えられる。なお、健診結果ごとに、個別に伝えるべき情報の例

としては、後述の「喫煙に関するフィードバック文例集」を参照されたい。 

何も該当しない場合は、健康で検査上も異常がないことを賞賛したうえで、現在の

状態を維持するためには、喫煙が改善すべき課題であることを伝え、禁煙に目を

むけてもらうように働きかけることが大切である。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
健康面だけでなく、生活面からも喫煙のデメリットや禁煙した場合の効果を伝える

と動機付けがなされ、禁煙への意欲が高まりやすい。 

喫煙の美容への影響に関する情報提供は、特に女性で有用と思われる。 

そのほか、喫煙による生活時間の損失や経済損失、家族の健康への影響、将来

の医療費などを切り口に情報提供を行うとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）中村正和、福田洋監修： 禁煙ファースト通信№1； 2010. 

      （http://www.osaka-ganjun.jp/effort/cvd/training/teaching-materials/pdf/kinen_f_no1.pdf） 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
仕事をしている人向けには、喫煙の仕事への影響を切り口とした情報提供が効果

的である。 

具体的には、たばこのにおいが非喫煙者の顧客に不快感を与えること、勤務中の

喫煙が労働生産性上問題になること、喫煙で病欠が増える可能性が高まること、

たばこでストレスを増やしていること、などを伝えるとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）中村正和、福田洋監修： 禁煙ファースト通信№1； 2010. 

      （http://www.osaka-ganjun.jp/effort/cvd/training/teaching-materials/pdf/kinen_f_no1.pdf） 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙の解決策として、自力で禁煙するよりは、禁煙外来や禁煙補助剤を利用する

ほうが、「比較的楽に」、「より確実に」、「費用もあまりかからずに」禁煙できるとい

う情報を提供する。 

喫煙者の多くは「禁煙は自分の力で解決しなくてはならない」「禁煙はつらく苦しい

もの」と思い込んでいる傾向があるので、その思い込みを変える情報提供が必要

である。 

禁煙の解決策に関する情報は、やめようと思っていない喫煙者にとっても関心の

ある情報であり、健診当日などで時間があまりとれない場合でも、この情報だけで

も提供しておくと、今後の禁煙に役立つと思われる。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙のための解決策に関する情報提供として、健診の診察場面で喫煙者に対し

て行われている具体例を紹介する。 

情報提供の内容は、禁煙の関心度に関わらず共通であり、禁煙には費用がそれ

ほどかからず、効果的な解決策があることを知らせる。 

禁煙に関心のない人に、いきなり禁煙のための解決策について説明すると、相手

は反発するので、現在禁煙する気持ちがないことを受けとめた上で、「今後の禁煙

のために覚えておかれるといいですよ」と前置きをして、禁煙に関心のある人への

情報提供と同じ内容を伝える。そうすれば相手は抵抗感情を持たずに耳を傾けて

くれることが多く、今後の禁煙にむけた情報提供が可能となる。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙のための解決策に関して情報提供すべき具体的な内容のポイントを図にして

示す。 

その内容は、①喫煙の正体はニコチン依存症という脳の病気であること、②薬や

禁煙治療によって禁煙成功率が自力に比べて3～4倍高まること、③医療機関で

禁煙治療を受ける費用は、健康保険がつかえる場合、1日1箱喫煙する場合のた

ばこ代に比べて安いことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）Kasza KA, et al: Effectiveness of stop-smoking medications: findings from the International Tobacco Control 

(ITC) Four Country Survey. Addiction 2013; 108(1): 193-202. 

日本循環器学会 ほか. 禁煙治療のための標準手順書 第6版, 2014. 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
健診（がん検診を含む）の場で、診察医師の禁煙の助言と保健指導実施者による

1～2分間程度の禁煙支援を組み合わせた効果を調べた。 

呼気一酸化炭素濃度の確認による6ヵ月後の禁煙率は、禁煙支援を実施した介入

群で8.1％、実施しなかった非介入群で2.6％であり、介入群の方が、禁煙率が３

倍高かった。 

禁煙支援の効果は、喫煙者の禁煙の関心度に関わらずみられており、健診当日

に喫煙者全員に禁煙の支援を行うことの大切さが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）中山富雄. がん検診の場での禁煙推進方策の開発と制度化に関する研究. 平成24年度厚生労働科学研究費補助金第

3次対がん総合戦略研究事業「発がんリスクの低減に資する効果的な禁煙推進のための環境整備と支援方策の開発な

らびに普及のための制度化に関する研究」（研究代表者 中村正和）. 平成24年度総括・分担研究報告書. 2013. 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
今すぐに禁煙したいと考えている喫煙者（準備期）にはABCのC（Cessation 

Support）として、禁煙開始日の設定、禁煙に向けた問題解決カウンセリング、医

療機関の受診や禁煙補助剤の使用の勧め、の3つを行う。 

問題解決カウンセリングは禁煙率を高める上で重要な指導要素である。喫煙者か

ら禁煙に当たっての不安や心配ごとを聞き出して解決策を一緒に考える。 

問題解決カウンセリングにより、禁煙に当たっての不安や心配が解決されることに

より、禁煙の自信が高まり、結果として禁煙が成功しやすくなる。 

なお、健診当日などで時間がとれない場合はABRのRとして、禁煙治療のための

医療機関の受診や禁煙補助剤の使用を勧め、禁煙治療が受けられる医療機関の

リストを提供する。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
アメリカの禁煙治療ガイドラインでは、禁煙の動機が高まっている喫煙者に対し

て、禁煙の効果を高めるカウンセリング内容として、問題解決カウンセリングと治

療の一環として指導者が提供するソーシャルサポート（周囲の者や医療者からの

励ましや賞賛）の2つが重要であることが述べられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）Fiore MC, et al. Treating tobacco use and dependence:2008 update. Clinical Practice Guideline. Rockville: US 

Department of Health and Human Services. Public Health Service, 2008. 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙に対する自信を高める方法として、①達成可能な目標を設定し、小さな成功

体験を積み重ね、自信を強化する、②問題解決カウンセリングやスキルトレーニ

ング、③言語的賞賛（「あなたならできる」、禁煙できていたらほめるなど）、④禁煙

に成功した事例の紹介、⑤禁煙に対する誤った思い込みを変えるための働きか

け、がある。 

禁煙に対する誤った思い込みを変えるための働きかけとしては、1)禁煙は意志の

問題ではなく、ニコチン依存症という病気なので、薬物療法やカウンセリングを受

けることで達成しやすくなること、2)禁煙経験のある人ほど学習をしているので禁

煙しやすく、これまで自力での挑戦であれば、次回はより確実な禁煙方法を使え

ば禁煙しやすいこと、3)1本吸っても失敗ではなくて、足踏みしているだけなので気

にしなくてよいことを伝える。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
加熱式たばこは、たばこの葉を燃焼させずに加熱して、ニコチンをエアロゾルとし

て吸引し、肺から吸収するように考案された新しいたばこ製品である。 

これらの加熱式たばこは、たばこ事業法においては、製造たばこの中のパイプた

ばこに分類される。 

2018年2月現在、わが国で発売されている加熱式たばこは、IQOS（アイコス）、

Ploom TECH（プルーム・テック）、glo（グロー）の3種類である。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

  
加熱式たばこの健康影響について科学的知見はまだ多くないが、現時点で得ら

れている知見から、加熱式たばこ使用者に対して、紙巻たばこを吸わずに単独で

使用している場合であっても、その状態をゴールとするのではなく、最終的にその

使用も中止するよう、情報提供や支援を行うことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）Bekki K, et al. Comparison of Chemicals in Mainstream Smoke in Heat-not-burn Tobacco and Combustion 

Cigarettes. Journal of UOEH 2017; 39(3): 201-207. 

McNeill A, et al. Evidence review of e-cigarettes and heated tobacco products 2018. A report commissioned by 

Public Health England. Public Health England. 

Law MR, et al. Environmental tobacco smoke and ischemic heart disease. Prog Cardiovasc Dis 2003; 46(1): 

31-38. 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
アメリカの禁煙治療ガイドラインによると、第１選択薬としてニコチン製剤とバレニ

クリンが推奨されている。 

わが国では現在、ニコチン製剤のニコチンパッチとニコチンガム、非ニコチン製剤

の内服薬のバレニクリンが使用できる。 

有効性については、プラセボに比べて、ニコチン製剤であれば約2倍、バレニクリ

ンであれば約3倍、禁煙しやすいことがわかっている。（#1） 

また、ニコチンパッチとニコチンガムなどを組み合わせることで、バレニクリンに相

当した有効性が得られることも報告されている。 

 

#1）大規模臨床試験（EAGLES試験）の結果、ニコチンパッチとの直接比較によるバレニクリンの有効性が明らかとなり、バ

レニクリンは、ニコチンパッチに比べて1.5倍禁煙率を高めることが示された（Anthenelli RM, Lancet, 387: 

2507-2520, 2016.）。 

 

 

 

出典）Fiore MC, et al. Treating tobacco use and dependence:2008 update. Clinical Practice Guideline. Rockville: US 

Department of Health and Human Services. Public Health Service, 2008. 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙に伴う主なニコチン離脱症状を表にまとめた。 

主な症状として、喫煙欲求、イライラ、抑うつ、落ち着きのなさ、集中困難などがあ

る。 

離脱症状の多くは禁煙後4週間以内におさまることが多い。ただし、食欲亢進や便

秘などのように2ヵ月以上続くものもある。 

なお、これらの離脱症状を抑えて禁煙しやすくするために、禁煙補助剤を使用す

ることが有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）McEwen A, et al. Manual of smoking cessation: a guide for counselors and practitioners. Blackwell 

Publishing, 2006 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
わが国で使用可能な禁煙補助剤の入手場所、特徴、適応となるニコチン依存症

の程度の目安を示した。(#1) 

薬剤の特徴に示したように、ニコチンガムは、ニコチンパッチに比べてニコチンを

より速く吸収できるので、急な喫煙欲求に対応することができる。 

ニコチンパッチは、ニコチンを安定して体内に補給でき、使用方法も貼るだけと簡

単なことが特徴である。 

バレニクリンは、離脱症状を抑えるだけでなく、喫煙した場合の満足感を抑える効

果があり、服用中は再喫煙を防ぐ効果も期待できる。(#2) 

#1)わが国ではニコチンパッチ、ニコチンガムと飲み薬のバレニクリンが使用可能である。医療機関の禁煙外来では医療用

医薬品のニコチンパッチとバレニクリンを処方できる。薬局では一般医薬品のニコチンパッチとニコチンガムが販売され

ている。ニコチンパッチは医療機関と薬局・薬店の両方で入手できるが、高用量の剤型は医療機関でしか処方できな

い。 

#2)喫煙本数があまり多くなくニコチンの依存度が高くない場合は、薬局・薬店のニコチンパッチでも十分効果があるが、依存

度が高い場合は医療機関で医療用のニコチンパッチか、バレニクリンの処方を受けて禁煙する方が禁煙につながりや

すい。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
わが国で使用可能な禁煙補助剤の主な副作用とその対処法を示した。 

これらの副作用は一般に軽度であるが、症状が持続したり程度が強かったりする

場合には表に示した対処法が役に立つ。 

なお、市販後、バレニクリンを服用した患者に、頻度は少ないものの、意識消失な

どの意識障害がみられ自動車事故に至った例も報告されているため、服薬中に

自動車の運転等危険を伴う機械の操作に従事させないよう注意することが必要で

ある。(#1) 

#1)これまでのバレニクリンの国内外の18臨床試験のメタ解析（諏訪, Progress in Medicine, 35: 1371-1379, 2015.）やスウ

ェーデンにおける全人口データベースを用いた検討（Monárrez-Espino J, Nicotine Tob Res, 20: 606-613, 2018.）で

は、バレニクリンと意識障害や交通事故との関連を示唆する結果は得られていない。しかし、添付文書の記載を受けて、

処方の際の十分な説明と、服薬中に自動車運転を中止することができない患者に対してはニコチンパッチを処方するな

どの対応を検討することが必要である。 

 

 

 

 

 

出典）日本循環器学会 ほか. 禁煙治療のための標準手順書 第6版, 2014. 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
行動療法とは、1950年代に体系づけられた心理療法であり、「行動科学を人の不

適切な習慣や行動の修正に応用するための方法の総称」である。 

初期の行動療法はオペラント学習理論に基づいた方法論であったが、その後、社

会的認知理論をはじめ、多くの行動科学の理論的基礎を取り入れた方法論として

発展している。 

行動療法の手順は、図に示すように、①問題とすべき行動を具体的に捉え（問題

行動の特定）、②その起こり方を刺激と反応の関係の中で捉えて相互の関係を明

らかにし（行動の分析）、③解決に効果がありそうな方法を試して（行動技法の選

択と適用）、④結果を確認しながらうまく続くように支援する（結果の確認とフィード

バック）、の４段階で構成される。 

 

 

 

 

 

 

出典）中村. 行動科学に基づいた健康支援. 栄養学雑誌 2002;60: 213-222.（図を一部改変） 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙支援・治療で用いられる行動療法の技法について具体例を示した。 

禁煙の動機が高まった患者に対する支援においては、行動療法の技法が役立つ

と考えられる。 

行動療法の技法のうち、目標設定、セルフモニタリング、オペラント強化法は基本

的な技法であるが、問題解決カウンセリングや社会技術訓練は現実場面での対

処に直接役立つ実践的な技法である。ソーシャルサポートには治療の一環として

行うサポートと周囲の者からのサポートがあり、両者を組み合わせて用いるのが

よい。 

 

 

 

 

 

 

 

参考）中村. 禁煙治療への導入と非薬物治療. 藤原久義, 編. 各科領域における禁煙治療の実際. 東京;医薬ジャーナル社, 

2010; 46-55.（表を一部改変） 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙後の問題点として体重増加がある。 

その理由は、離脱症状としての中枢性の食欲亢進が続くことと、ニコチンによる基

礎代謝の亢進作用がなくなることが原因と考えられている。 

体重増加は、禁煙者の約8割にみられ、平均2Kgの増加である。一般にヘビース

モーカーでは体重がより増加しやすい。 

体重増加は禁煙後1年以内にみられることが多く、その後は持続的に増加する傾

向はない。 

データには示していないが、体重増加に伴い、血圧、中性脂肪やLDLコレステロ

ールなどの検査値も一時的に悪化する傾向がみられるが、体重増加が落ち着く

禁煙2年目以降改善することについても示されている。 

 

 

 

 

出典）禁煙がメタボリック・シンドロームの構成因子に及ぼす長期的影響に関する検討（研究代表者 中村正和）. 平成19年度

文部科学省科学研究費補助金研究成果報告書, 2008. 

中村: Question 禁煙と メタボの関係は？. 肥満と糖尿病 2010; 9: 682-684. 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
禁煙後の体重増加への対処は、禁煙が安定してからでも遅くはない。 

体重増加を最小限に抑制したい場合は、体重増加の抑制効果のある禁煙補助剤

を使いながら、禁煙直後から速歩などの運動を増やして身体活動量を高める方法

が勧められる。 

運動にはニコチン離脱症状の抑制効果があり、禁煙継続にも役立つ。 

食事については禁煙直後から取り組むと、離脱症状のコントロールがうまくいかな

い場合があり、禁煙が安定するまで待ってから取り組むのがよいとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）中村、ほか編著. 脱メタバコ支援マニュアル., 2008. 

       （http://www.osaka-ganjun.jp/info/ohsc/files/metabako.pdf） 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
保健指導実施者が禁煙支援・治療に取り組むメリットとしては、指導の効果がみえ

る、喜ばれる、効率的に命を救えるほか、指導技術のブラッシュアップにもなる、

行動理論の理解が深まることがあげられる。 

さらに、たばこ対策として、禁煙支援・治療という個別的な取り組みだけでなく、社

会全体として、さらにどのように取り組みが必要かといった問題意識も生じやすく、

環境整備を含めたヘルスプロモーションの理解や健康政策についての見識が深

まることが挙げられる。 
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健診・保健指導などでできる短時間支援法 

 
以上のまとめとして、①喫煙は多くの病気と関係があり、禁煙は健康の大前提で

ある、②喫煙していると、他の生活習慣の乱れを伴う可能性がある。 

したがって、本講義で紹介したような方法を用いて、健診をはじめ種々の保健事

業で出会う喫煙者に対して、禁煙を先送りせずに、まず禁煙から取り組んでみま

せんか、と声をかけることが重要である。 
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３． 受動喫煙に関する健康影響と情報提供 

 
受動喫煙の曝露状況を「喫煙・受動喫煙に関する質問票」を用いて把握する。 

受動喫煙の曝露の有無や喫煙状況に関わらず、受動喫煙に関する情報提供を原

則として健診当日に受診者全員に対して行う。 

情報提供は、１）受動喫煙に関する健康影響の説明、２）受動喫煙を避けるための

アドバイスを行う。具体的な声かけの内容については、「喫煙に関するフィードバッ

ク文例集」を参照されたい。 
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受動喫煙に関する健康影響と情報提供 

 
2016年の厚生労働省の検討会報告書によると、受動喫煙との関連が「確実」と判

定された病気や症状として、脳卒中、虚血性心疾患、肺がん、乳幼児突然死症候

群(SIDS)、不快な臭気、鼻への刺激感、喘息の既往が報告されている。 

そのほか、受動喫煙との関連が「可能性あり」と判定された病気には、乳がん、低

出生体重・胎児発育遅延、喘息の発症や重症化、慢性閉塞性肺疾患(COPD)など

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）厚生労働省検討会報告書 喫煙の健康影響に関する検討会編: 喫煙と健康、2016 
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受動喫煙に関する健康影響と情報提供 

 
たばこによる健康影響を受けるのは喫煙者本人だけではなく、受動喫煙によりた

ばこを吸わない周囲の人の健康にも影響を与える。 

わが国では、受動喫煙が原因で、年間1万5千人が死亡していると推計されてい

る。内訳は、脳卒中8,014人、虚血性心疾患4,459人、肺がん2,484人、乳幼児突

然死症候群73人と報告されている。死亡数の約半分を占めるのが要介護の主要

原因である脳卒中による死亡である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）厚生労働省検討会報告書 喫煙の健康影響に関する検討会編: 喫煙と健康、2016 
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受動喫煙に関する健康影響と情報提供 

 
受動喫煙と肺がんの関連について、わが国で実施された個別の疫学研究では、

肺がんのリスクの増加がみられるものの、統計学的には有意ではなかった。しか

し、一定の研究基準を満たした研究報告のメタアナリシスの結果、受動喫煙により

肺がんのリスクが1.3倍有意に高まることが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）Hori M, et al. Jpn J Clin Oncol 2016; 46: 942-951. 
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受動喫煙に関する健康影響と情報提供 

 
 

厚生労働省では、国民の健康増進の観点から、公共の場等における受動喫煙防止の

取り組みを積極的に推進するため、受動喫煙のない社会を目指すことを周知徹底する

ロゴマークを作成した。  

このロゴマークは下記のWebサイトからダウンロードして活用することができる。 

http://www.smartlife.go.jp/passive_winner 
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